
１.　職員の採用・退職の状況

 (1) 職員採用の状況（R7.4.1～R8.3.31） ※再任用含む。

 (2) 退職の状況（R7.4.1～R8.3.31）

とを目的としています。

職　種 男性(人) 女性(人)

一般行政職 3 2

令和７年度上板町人事行政の運営等の状況の公表

  地方公務員法（昭和25年法律第261号）第58条の2及び上板町人事行政の運営等の

状況の公表に関する条例(平成17年条例第7号）に基づき，上板町の人事行政の運営

等の状況を公表します。

  この「上板町人事行政の運営等の状況の公表」は，職員の給与や職員数，勤務条

件などを皆さんに公表することにより，人事行政運営の公平性と透明性を高めるこ

技能労務職

一般行政職

区分
定年退職

(人)

応募認定退
職

(人)

その他(人)

普通退職
再任用終了

分限退職 懲戒退職 失職 死亡退職

技能労務職 0 0

計
3 3

教育職・福祉職 0 0

看護・保健職 0 1

0 0

0 0 0 0 0 0 0

看護・保健職 0 0 1 0 0

0

教育職・福祉職 0 0 1 0 0 0 0

0 1 4 0 0 0

0 0計 0 1 6 0 0
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１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、令和6年4月1日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）、

　　　　　定年前再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含まない。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間）及び定年前再任用短時間勤務職員の給与費が含まれているが、

　　　　　会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

 (4) 社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート）の実施状況について

… 実施済み

　　実施内容 （給料表の改定実施時期）

（内容） 一般職行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえた徳島県人事院勧告に準じて改正した。

（参考）

（令和７年1月1日現在） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 令和５年度の人件費率

　

２. 職員の給与・定員管理等の状況

区　分
住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率

区　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり (参考)類似団体平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

％

11,140 5,384,361 370,648 1,195,123 22.2 21.9
６年度

人 千円 千円 千円 ％

（注）１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数(構成)
　　　　　を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表(一)適用職員の俸給月額を100として計算
　　　　　した指数。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
　　　３　ラスパイレス指数の算出に当たっては、60歳に達した日以後の最初の4月1日以後に支給される給料月額について、
　　　　　本来の給料月額の7割水準に設定される職員を除いている。

千円

113 416,736 39,744 164,023 620,503 5,491 5,921

　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

６年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

　職員数の規模が小さく、職種区分間の人事異動の影響を受けやすいため減少。

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、公民格差の解消をを図るため、初任給及び若年層の俸給月額を引き
上げ、ボーナスについても民間の支給状況等を踏まえ勤勉手当に配分等を取り組むこととされている。

◎給料表の見直し

令和7年4月1日
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２　職員の平均給与月額，初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和７年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職 　

　

　

　

（注）　個人が特定されるものについては記載しない。（２名以下の区分）

　　　③幼稚園教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは,令和７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは,給料月額と毎月支払われる扶養手当,地域手当,住居手当,時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり,地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また,「平均給与月額（国ベース）」は,国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当,　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから,比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在）

（注）　個人が特定されるものについては記載しない。（2名以下の区分）

（国ベース）

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

徳島県 42.9 335,664 430,044 367,808

上板町 42.5 321,032 357,943 347,415

類似団体 42.0 320,372 372,776 348,009

区　　分

公　務　員

平均年齢
（歳)

職員数
（人）

平均給料月額
（円）

国 41.9 332,237 ― 414,480

国 51.3 1703 294,567 - 337,907

徳島県 58.5 24 362,413 400,531 378,782

平均給与月額
（円）

平均給与月額
（国ベース）

上板町 － － － － －

徳島県 42.5 368,353 409,480

類似団体 41.9 315,340 348,480

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

上板町 43.7 305,172 316,136

類似団体 50.2 5人(平均) 292,938 319,896 306,137

　※国と同様に、改正前給料表額を表記。

区　　　　分 10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上25年未満 25年以上30年未満

188,000 194,500 188,000

技能労務職 初級（高卒程度） 188,000 192,500 －

区　　　　　分 上板町 徳島県 国

一般行政職
上級（大卒程度） 220,000 225,600 220,000

初級（高卒程度）

技能労務職 初級（高卒程度） － － － -

－ － 377,200

初級（高卒程度） 245,600 280,100 － -

一般行政職

上級（大卒程度） 273,700 - － 388,600

中級（短大卒程度） －

－ － － －
教育職

上級（大卒程度） － － 321,600 365,800

中級（短大卒程度） －

30年以上35年未満

396,000

393,400

-

-

－
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の等級及び職制上の段階ごとの職員数の状況（令和７年４月１日現在）

3

15

2

1

4

12

3

（注）１　上板町の給与条例に基づく、等級別基準職務表の等級ごとの職員数である。

      ２　基準となる職務とは,職員の職務を給料表の各等級に分類する際の具体的な基準となる職務である。

  

（注）　平成27年に給料表を6級制から7級制に変更している。ただし、7級適用者は平成28年4月から。

1　　級 定型的な業務を行う職務
5 7.0

主事補 2

等　級 基準となる職務 職員数(人） 構成比（％） 職制上の段階及び内訳

2　　級 高度の知識または経験を必要とする業務を行う職務
17 24.0

主事
17

主事

5 7.0

主査

主査の職務 主査
3　　級

係長の職務

17 24.0

係長

所長・事務局長

6　　級 課長の職務
11 15.5

課長等
11

5　　級 主幹の職務
15 21.1

主幹

課長補佐の職務 課長補佐等

統括課長補佐の職務

4　　級

困難な業務を行う主査の職務

1
7　　級 理事の職務

1 1.4
理事

合計
71 100.0

１級

7.0%

１級

15.9%

２級

24.0%

２級

21.8%

３級

24.0%

３級

17.4%

４級

7.0%

４級

10.1%

５級

21.1%

５級

18.9%

６級

15.5%

６級

15.9%

７級

1.4%

7級

0％

0%

20%

40%

60%

80%

100%

令和７年の構成比 １年前の構成比
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12-3　国との給料表カーブ比較（行政職（一））

0
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国10級（特に重要課長）

給

料

月

額

昇 給

令和７年４月１日時点

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）上板町７級（理事）

国６級（困難課長補佐）上板町６級（課長）

国５級（課長補佐）上板町５級（主幹）

国４級（困難係長）上板町４級（課長補佐）

国３級（係長）

上板町３級（係長）

国２級（上級係員）

上板町２級（主事）

国１級（係員）

上板町２級（主事）

上板町 （R７）

国家公務員 （R７)

（百円）

5



（2) 昇給への勤務成績の反映状況

活用している昇給区分

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

ロ． 人事評価を活用していない

活用予定時期

４　職員の手当の状況（一般会計分）

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

　(注）　（　）は,暫定再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

活用している昇給区分

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

ロ． 人事評価を活用していない

活用予定時期

（2) 退職手当（令和７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

調整率 83.7 /100 調整率 /100

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（3) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　令和７年度中における運用 管理職員 一般職員

イ． 人事評価を活用している ◯ ◯

◯ ◯

昇給可能な区分 昇給実績がある区分 昇給可能な区分 昇給実績がある区分

◯ ◯

(1.400) (1.000) (1.400) (1.000) (1.400) (1.000)

（令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合）

2.50 2.10 2.50 2.10 2.50 2.10

上板町 徳島県 国

１人当たり平均支給額（令和６年度） １人当たり平均支給額（令和６年度）
―

1,360 1,768

イ． 人事評価を活用している ◯ ◯

支給可能な成績率 支給実績がある成績率 支給可能な成績率 支給実績がある成績率

役職加算　5～15％ 役職加算　5～20％ 役職加算　5～20％

管理職加算　23～25％ 管理職加算　10～25％

　令和７年度中における運用 管理職員 一般職員

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階,職務の級等による加算措置 職制上の段階,職務の級等による加算措置 職制上の段階,職務の級等による加算措置

上板町 国

◯ ◯

◯ ◯

定年前早期退職特例措置　2～30％加算 定年前早期退職特例措置　2～45％加算

15,454

　（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は,令和５年度、６年度に退職した職員に支給された平均額である。

　　　　２「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく

　　　　　 退職した場合を含む。

39.7575 47.7090 39.7575 47.709

47.7090 47.7090 47.709 47.709

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

83.7

職員１人当たり平均支給年額（令和4年度決算） 81

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和6年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数
　　　（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

支給実績（令和6年度決算） 6,728

職員１人当たり平均支給年額（令和5年度決算） 75

支給実績（令和5年度決算） 7,502
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（4) その他の手当（令和７年４月１日現在）

５　特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式）

738,000円×在職月数×43.50/100

590,400円×在職月数×25.75/100

 （注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

 （注）２　退職手当の「１期の手当額」は,４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき,１期（４年＝４８月）     

         勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

住居手当 借家　　月額　28,000円を限度に支給

通勤手当

通勤距離(片道)が2km以上の職員に支給
・2㎞以上5㎞未満　　　月額　 2,000円
・5㎞以上10㎞未満　　 月額　 4,200円
・10㎞以上15㎞未満　　月額　 7,300円
・15㎞以上20㎞未満　　月額　10,400円
・20㎞以上25㎞未満　　月額　13,500円
・25㎞以上30㎞未満　　月額　16,600円
・30㎞以上35㎞未満　　月額　19,700円

・35㎞以上40㎞未満　　月額　22,800円
・40㎞以上45㎞未満　　月額　25,900円
・45㎞以上50㎞未満　　月額　29,100円
・50㎞以上55㎞未満　　月額　32,300円
・55㎞以上60㎞未満　　月額　35,500円
・60㎞以上　　　　　　月額　38,700円

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員に対し支給
・理事（１種）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月額　49,500円
・課長（１種）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月額　47,000円
・課長・室長・議会事務局長・教育委員会事務局長（２種）    月額　45,000円
・農業委員会事務局長・保育所長・センター所長（３種）　　　月額　32,600円
・主幹・馬道会館所長（４種）　　　　　　　　　　　　　　　月額　28,600円

手当名 内容及び支給単価

扶養手当

扶養親族のある職員に支給
・配偶者　　　　　　　               月額　 3,000円
・扶養親族1人につき　                月額　 6,500円
・特定期間の扶養親族たる子1人につき　月額　11,500円

738,000 855,000 382,500

副 町 長 590,400 680,000 430,400

調整手当 保育士及び幼稚園教諭に対し支給　月額 　3,000円

区  　分 給　 料 　月 　額 　等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

町 長

199,300 323,000 157,000

期

末

手

当

町 長 　　（令和６年度支給割合）

副 町 長 3.45

議 長 　　（令和６年度支給割合）

報

酬

議 長 299,000 408,000 230,000

副 議 長 249,200 342,000 180,000

議 員

（１期の手当額） (支給時期）

町 長 　　1,541万円 任期毎

副 町 長 　　　730万円 任期毎

副 議 長 3.45

議 員

退

職

手

当 備　　　　考
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人

人）

人

人）

人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は,条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（令和７年４月１日現在）

　

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

1 1 7 7 18 17 9 10 21 13 15 4

　　　　　　　　　　区分
部門

職員数(人） 対前年
増減数

主な増減理由
令和6年 令和7年

異動による増

税　務 8 7 -1 異動による減

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　会 2 2 0

総　務 15 17 2

衛　生 15 12 -3 退職・異動による減

小　計

商　工 0 0 0

民　生 34 38 4 採用・異動による増

農　林 9 9 0

土　木 4 4 0

（類似団体の人口1万人当たり職員数 109.63

教育部門 22 19 -3

小　計 109 108

＜参考＞

2 人口1万人当たり職員数 79.89

（類似団体の人口1万人当たり職員数 90.31

87 89

＜参考＞

小　計 12 11 -1

合　　計
121 119 -2

＜参考＞

公
営
企
業

会
計
部
門

水　道 5 4 -1 退職による減

その他 7 7 0

-1 人口1万人当たり職員数 96.95

職員数
人

123

[　140　］ [　140　］ [　 0 　］ 人口1万人当たり職員数 106.82

区　分 計

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

5年前の構成比

(%)
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(3)職員数の推移

(単位：人・％）

△ 1

△ 2

△ 3

0

△ 3

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数に再任用短時間勤務職員数を加えたもの

　　　　　年　度

部門別
令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

93

公営企業等会計計 12 12 12 0.0%

総合計 124 125 123 -2.4%

19 -9.5%

普通会計計 112 113 111 -2.6%

過去５年間の

増減数（率）

一般行政 91

21

114

12

126

91

21

112

11

123

90

20

110

12

122

教　育 21 23

90 92 -1.1%
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７　公営企業職員の状況
　水道事業
  　（1）職員給与費の状況

決算

　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。

      ２　職員数は,令和6年3月31日現在の人数である。

（2） 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和７年４月１日現在）

歳 百円 百円

歳 百円 百円

（注）平均月収額には,期末・勤勉手当等を含む。  

　　　団体平均とは、市町村の水道事業に該当する職員の平均値である。  

（3） 職員の手当の状況

①　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（６年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

 月分  月分  月分  月分

   月分  月分  月分  月分

（注）　(　  )内は,暫定再任用職員に係る支給割合である。

②　退職手当（令和７年４月１日現在）

・一般行政職と同じ

③　その他の手当（令和７年４月１日現在）

・一般行政職と同じ

令和５年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ　 める職員給与費比率

区　分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める

実質収支　 職員給与費比率

給与費 B/A 一人当たり給与費

６年度
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

Ａ　 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

15.603

区　分 職員数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 一人当たり （参考）団体平均

６年度
　　千円 千円 千円 ％ ％

228,689 45,736 31,826 13.916

団体平均 45.8 3,458 5,248

6,118

区　　分 平　均　年　齢 基　本　給 平均月収額

水道事業 47.3 3,554 4,969

5 19,668 3,439 8,719 31,826 6,365

（６年度支給割合） （６年度支給割合）

期末手当　 勤勉手当 期末手当　 勤勉手当

1,698 千円　 1,571 千円　

水道事業 一般行政職

１人当たり平均支給額（６年度）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階,職務の級等に係る加算措置 職制上の段階,職務の級等に係る加算措置

(1.400) (1.000) (1.400) (1.000)

2.50 2.10 2.50 2.10

　役職加算　5～15％ 　役職加算　5～15％
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３．職員の勤務時間,その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間（令和7年4月1日現在）

（２）年次有給休暇の状況について（令和６年）

（３）その他の休暇制度（令和7年4月1日現在）

最大５日間付与

最大５日間（治療内容によっては１０日間）付与

最大５日間付与

最大５日間（対象となる要介護者が２名以上の場合は最大１０日間）付与

必要と認められる期間

無
給

（４）休暇取得状況（令和６年度）
　(単位：人）

制　度　の　概　要
1人当たり平均
付 与 日 数

１人当たり平均
取　得　日　数

一年につき20日付与
38.9 12.9

※20日を超えない範囲内の残日数を翌年に繰
越可能(最大40日）

7時間45分 38時間45分 8:30 17:15 12：00～13：00 土・日曜日

１日の勤務時間 １週間の勤務時間 始 業 終 業 休憩時間 週休日

ボランティア活動への参加

結　婚 最大５日間付与

不妊治療

出産前 出産予定日前８週間

証人,鑑定人,参考人 必要と認められる期間

骨髄液の提供 必要と認められる期間

休暇の種類 休暇の内容

有
　
　
給

病気休暇
・公務上の負傷または疾病…必要と認められる期間
・結核性疾患…１年を超えない範囲内で必要と認められる期間
・その他上記以外の負傷または疾病…９０日を超えない範囲内の期間

選挙権,権利行使 必要と認められる期間

妻の出産 最大２日間付与

育児参加

生　理 生理に伴う身体の異常により,勤務が困難な職員に対し,最大３日間付与

妊娠中交通混雑 勤務時間の始め又は終わりにおいて,１日につき１時間を超えない範囲内

保健指導,健康診査 母子保健法に規定する保健指導,健康診査を受ける場合に,必要と認められる期間

出産後 出産の日後８週間

生児保育 １歳未満の子を養育する職員について,１日２回,１回３０分

災害による住居の滅失、破壊

災害・交通機関の事故 必要と認められる期間

リフレッシュ休暇
新たに職員となった年から１５年目,２５年目,３５年目の職員に連続３日間,１０
年目,２０年目,３０年目,４０年目の職員に連続５日間

祭　日 父母,配偶者又は子の祭日に際し,１日付与

夏季休暇 ７～９月の期間内に最大５日間付与

子の看護等
１年につき最大５日間（対象となる子が２名以上の場合は最大１０日間）付与
（※中学校就学前の子を看護する場合に限る）

短期の介護

忌　引 続柄及び死亡時の生計関係により,１～７日以内の日数の範囲内

令和6年度中に取得又は前年度より継続中の職員数 39 0 7

介護休暇 連続する６月の範囲内

区分 病気休暇 介護休暇 育児休業
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4.　職員の分限及び懲戒処分の状況（令和６年度）

（１）分限処分者数
　　分限処分は，公務の能率を維持し適正に運営するため，一定の事由がある場合に，職員
　の意に反して身分上の不利益処分を行うものである。

（単位：人）

（２）懲戒処分者数
　　懲戒処分は，職員の法令や職務上の義務違反や非行があった場合に，職員に対し道義的責
　任を問うもので地方公共団体の規律を守り公務遂行の秩序を維持することを目的としている。

（単位：人）

５.　職務の服務の状況

営利企業等従事許可申請の状況(令和６年度）…２件

処　分　事　由 地方公務員法 降任 免職 休職 降給

0

適格性の欠除 第28条第1項第3号 0 0 0 0 0

心身の故障
第28条第1項第2号
　　　第2項第1号

0 0 0 0

計

勤務成績の不良 第28条第1項第1号 0 0 0 0 0

0

計 0 0 0 0 0

欠格条項該当 第28条第4項 0 0 0 0

0

刑事事件に因る起訴 第28条第2項第2号 0 0 0 0 0

廃職過員 第28条第1項第4号 0 0 0 0

0

0

非行行為 第29条第1項第3号 0 0 0 0 0

職務上の義務違反又は職務怠慢 第29条第1項第2号 0 0 0 0

計

法令違反 第29条第1項第1号 0 0 0 1 0

処　分　事　由 地方公務員法 免職 停職 減給 戒告

計 0 0 0 1
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６.　研修及び勤務成績の評定の状況

（１）職員研修の状況（令和７年度）

・外部研修

新規採用職員研修 2

0

4

6

1

税務職員研修 2

契約事務研修 2

メンター（新人職員指導者）養成研修 2

発達が気になる子どもと保護者支援研修 3

基礎から学ぶ情報技術講座 2

3

住宅被害認定調査員研修 6

58

市町村課長級研修

災害マネジメント支援員養成講座

徳島県地域防災推進員養成研修

・内部研修

　研修内容 対象者

研修区分 研修内容 受講者数(人）

市町村職員研修Ⅰ

市町村職員研修Ⅱ

市町村職員係長研修

人権研修 全職員
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7.　福祉及び利益の保護の状況

（１）職員の健康診断の状況　(令和６年度）
　

(注)　受診者数には会計年度任用職員を含む。また、基本健康診査受診者数には人間ドック受診者を含む。

（２）福利厚生の状況
　　職員の保護，元気回復，その他厚生については，地方公務員共済組合法によって徳島県市町村
　職員共済組合（学校教育関係職員は公立学校共済組合）が制度を運用・実施している。
　　また職員は，徳島県市町村職員互助会(学校教育関係職員は徳島県教職員互助組合）へ加入し，
　福祉厚生の充実を図っている。

（３）福利厚生事業に係る負担状況（令和６年度）

（４）公務災害補償の状況（令和６年度）

・公務災害

・通勤災害

（５）利益の保護状況（令和６年度）

大腸がん検診 45

眼底検査 81

事業団体　 内　容

基本健康診査 203

結核・肺がん検診 81

胃がん検診 8

区　分 受診者数

1 0 0 0

（一財）徳島県市町村職員互助会 172人 2,056千円 50.0%

前年度末現在
未処理件数

受理件数
認定件数

取下げ件数

徳島県市町村職員共済組合
公立学校共済組合

短期給付及び長期給付等に関する事業を行っている。（民間事業者に例える
と,健康保険及び厚生年金等に相当する。）

徳島県市町村職員互助会
徳島県教職員互助組合

共済組合事業を補完するものとして,給付事業（結婚祝金・出産祝金等）,厚生
事業（ライフプランセミナー等）,助成事業（人間ドック・脳ドック等）,貸付
事業（住宅貸付等）を行っている。

互助会名 会員数 公費補助等総額 公費補助率

内　容 有無

職員の給与，勤務時間，その他の勤務条件に関する措置請求 無

職員に対する不利益な処分についての不服申し立て 無

0 0 0 0 0 0

前年度末現在
未処理件数

受理件数
認定件数

取下げ件数
年度末

公務上 公務外 未処理件数

年度末

公務上 公務外 未処理件数

0 1
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